
■ 主な税制改正

定額減税
賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担を緩和するため、物価上昇を十分に超える持続的な賃上げが行

われる経済の実現を目指す観点から、令和 6年度分の個人市・府民税において次のとおり定額減税が行われます。

（１）定額減税の対象者

令和６年度の個人市・府民税所得割の納税義務者のうち、前年の合計所得金額が 1,805 万円以下の者
（注）均等割のみ課税される納税義務者は対象外となります。

（２）定額減税額の算出方法

納税義務者本人および控除対象配偶者・扶養親族 1 人につき、令和 6 年度分の個人市・府民税 1 万円が減税さ
れます。なお、減税はすべての税額控除（寄附金税額控除や住宅ローン控除など）を行った後の所得割額から行いま
す。
（注１）控除対象配偶者および扶養親族の算定において、国外居住者は対象外となります。
（注２）算出した減税額が所得割額を上回る場合は、所得割額が減税の限度額となります。（均等割額への減

税の適用はできません。減税しきれない額（減税未済額）に相当する額について、別途、納税義務者へ
直接給付金として支給しますので、特別徴収義務者での対応は不要です。）

控除対象配偶者および扶養親族２人の場合
定額減税額＝１万円× ｛本人（１）＋控除対象配偶者（１）＋扶養親族（２）｝＝４万円

（３）徴収方法

定額減税の対象者について、令和6年 6月分は徴収せずに、定額減税後の税額を令和6年 7月分から令和7年 5
月分の 11 か月に分割して徴収します。（100円未満の端数については、最初の月で徴収します。）
（注１）減税により所得割額が 0円となる場合は、令和6年 7月分に均等割額をまとめて徴収します。
（注２）定額減税の対象外となる納税義務者（合計所得金額 1,805 万円超もしくは均等割課税のみ）は従来の

とおり、６月から徴収します。

（４）留意事項

 特別徴収税額の決定・変更通知書（特別徴収義務者）には定額減税後の実際に納付していただく税額を
記載していますので、定額減税額を特別徴収義務者で計算していただく必要はありません。

 特別徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用）の摘要欄に定額減税額・定額減税未済額を記載します。
 所得税の定額減税については、国税庁ホームページをご確認ください。 国税庁 定額減税 検索

温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止を図るため、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観
点から、平成 31年に森林環境税（国税）及び森林環境譲与税が新たに創設されました。
森林環境税は国内に住所のある個人に対して課税される国税であり、令和 6 年度より、市町村において個人市・府

民税均等割と併せて年額で 1,000 円が徴収されます。その税収の全額が、国によって森林環境譲与税として都道府県・
市町村へ譲与されます。

１ 定額減税

計 算 例

２ 森林環境税（国税）
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１ 定額減税

計 算 例
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なお、東日本大震災を踏まえ、地方公共団体が実施する防災施策の財源を確保するため、臨時の措置として平成
26 年度から令和 5 年度まで、個人市・府民税均等割に年額で 1,000 円が加算（市民税：500 円、府民税：500
円）されていましたが、この加算期間が終了しますので、個人市・府民税均等割と森林環境税の合計額は従前の個人
市・府民税均等割の額と同額（年額 5,300円）となります。
なお、森林環境税の徴収開始に伴い、特別徴収税額の決定・変更通知書の名称を変更（市民税・府民税・森林

環境税特別徴収の決定・変更通知書）しています。

令和６年度課税分より、全市町村において、電子申告（eLTAX：エルタックス）により給与支払報告書を提出す
る際に、特別徴収税額通知の特別徴収義務者用と納税義務者用のそれぞれについて、選択により電子データ（正本）
による受け取りができるようになりました。
電子データによる受け取りを選択した場合、eLTAX（エルタックス）を経由して特別徴収税額通知の電子データ（正

本）を送信します。（書面による送付は行いません。）

（１）特別徴収税額通知の受取方法

電子申告（eLTAX：エルタックス）により給与支払報告書を提出する際に、特別徴収税額通知の特別徴収義務者
用と納税義務者用のそれぞれについて、電子データ（正本）による受け取りまたは書面（正本）による受け取りを選択
できますので、特別徴収税額通知の受取方法は次の①～④となります。選択された受取方法によりお送りしている書類
の同封内容が異なりますので、ご注意ください。

特別徴収義務者用 納税義務者用 書類の同封内容

① 電子データ（正本） 電子データ（正本） ・特別徴収の手引
・納入書（※）

② 電子データ（正本） 書面（正本）
・特別徴収の手引
・特別徴収税額通知書（納税義務者用）
・納入書（※）

③ 書面（正本） 電子データ（正本）
・特別徴収の手引
・特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）
・納入書（※）

④ 書面（正本） 書面（正本）
・特別徴収の手引
・特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）
・特別徴収税額通知書（納税義務者用）
・納入書（※）

※納入書不要とされている方には同封していません。（①で納入書不要とされている場合、書類は送付していません。）
（注１）④について、従来は特別徴収義務者用の電子データ（副本）の受け取りが可能でしたが、廃止されましたの

で、特別徴収義務者用の電子データ（副本）と書面（正本）の両方の受け取りはできません。
（注２）特別徴収税額に変更が発生した場合の税額変更通知も同じ受取方法となります。また、年度途中で通知

の受取方法を変更することはできません。
（注３）給与支払報告書を提出する際に設定が必須のメールアドレスが空白または誤りがある場合には、電子データ

のダウンロードに必要な保護番号（パスワード）を通知することができないため、受取方法の選択にかかわら
ず、すべて書面で通知しています。

（２）特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）の電子データ受け取りについて

特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）について、電子データによる受取方法を選択された場合、eLTAX（エルタ
ックス）を経由して電子データを送信しています。電子データは、PCdesk 等の「処分通知等一覧」画面から該当のデータを
選択し、添付ファイルをダウンロードしてご利用いただけます。

３ 特別徴収税額通知の電子化
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ダウンロードの際に、保護番号（パスワード）の入力が必要となりますので、本市より別途、給与支払報告書の提出の
際に設定されたメールアドレスに送信する保護番号（パスワード）を入力して、ダウンロードしてください。
（注）ダウンロードの完了後に特別徴収税額通知の「到達状況」の更新を求められますので、必ず更新をお願いします。

（３）特別徴収税額通知（納税義務者用）の電子データ受け取りについて

特別徴収税額通知（納税義務者用）について、電子データによる受取方法を選択された場合、eLTAX（エルタック
ス）を経由して次の 3 つのファイルを送信しています。PCdesk 等の「処分通知等一覧」画面から該当のデータを選択し、
添付ファイルをダウンロードしてご利用いただけます。
特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）と同様に、ダウンロードの際に、保護番号（パスワード）の入力が必要

となりますので、本市より別途、給与支払報告書の提出の際に設定されたメールアドレスに送信する保護番号（パスワー
ド）を入力して、ダウンロードしてください。
電子データはファイル名に設定された受給者番号等をもとに従業員等を特定のうえ、税通帳票ファイルとパスワード取

得用 URL ファイルを社内システムやメールにより配布してください。
（注）特別徴収税額通知（納税義務者用）について、処理の集中等により、特別徴収税額通知（特別徴収義

務者用）よりも数日遅れて届く可能性があるため、ご了承ください。

ア 税通帳票ファイル（特別徴収税額通知（納税義務者用）の電子データ）

特別徴収税額通知（納税義務者用）の電子データのことをいい、納税義務者 1名につき、1つのPDFファイルを作成し、
当該 PDF ファイルをパスワード付きの ZIPファイルにして送信しています。
ファイル名：｛地方公共団体コード｝_｛指定番号｝_｛受給者番号｝_｛発行年月日｝_｛特別徴収年度｝特徴税

額通知（通知書）.pdf（例）271004_123456_A1234_20240520_2024特徴税額通知（通知書）.pdf
（注１）ファイルの暗号化はセキュリティ強度の観点から AES256 暗号化方式が採用されており、Windows 標準の

アプリケーションでは復号化できないため、対応するアプリケーションのインストールが必要となります。
（注２）ファイル中の QR コードから「eLTAX 特徴税通記載事項確認サイト」にアクセスして、市町村が発行した通

知内容を確認いただけます。電子データの内容と比較して、PDF自体の改ざんの有無を確認することができま
す。

（注３）受給者番号は給与支払報告書に設定された番号となります。ただし、使用できない文字・文字列が含まれ
ている場合は、本市において所定の番号（特別徴収義務者番号+宛名番号）を設定して通知しています
ので、税通一覧ファイルにより、該当の従業員等を特定してください。

イ パスワード取得用 URL ファイル

税通帳票ファイルに設定されたパスワードの確認方法を案内するファイルです。ファイル中のURL（QRコード）から「eLTAX
特徴税通パスワード確認サイト」にアクセスして、税通帳票ファイルのパスワードを確認することができます。また、パスワード取得
履歴が表示されるため、不正アクセスの有無を確認することができます。
ファイル名：｛地方公共団体コード｝_｛指定番号｝_｛受給者番号｝_｛発行年月日｝_｛特別徴収年度｝特徴税

額通知（URL）.pdf（例）271004_123456_A1234_20240520_2024特徴税額通知（通知書）.pdf

ウ 税通一覧ファイル

税通帳票ファイルの一覧データとなり、納税義務者の氏名や住所のほか、税通帳票ファイルのファイル名等の情報が格納さ
れており、各従業員等へ税通帳票ファイルを配布する際の確認用として活用するものです。
ファイル名：｛地方公共団体コード｝_｛指定番号｝_｛発行年月日｝_｛特別徴収年度｝納税義務者一覧_｛アップ

ロード ID｝.csv（例）271004_999999_A123456_20240520_2024納税義務者一覧_999999999.csv

詳しくは、大阪市ホームページをご確認ください。 大阪市 税制改正 検索

※QR コードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。
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